
93 80

116 101

94

143 125 127 111 108

0 0

135

111 108

0 ▲ 9 0

143 134

計 111.2 108.1

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

研修実施 13.3 15.5
平成24年度総務省行政事業レビュー（公開プロセス）を踏まえた情報システム統一
研修カリキュラム等の見直し検討に伴う業務支援の実施等による増

8.4 17.7
平成24年度総務省行政事業レビュー（公開プロセス）を踏まえた人事育成に資す
るプロジェクト管理応用編等教材の追加開発による増

運用管理 19.9 17.8 ｅラーニングシステムの運用支援業務経費について入札結果の反映に伴う減

ｼｽﾃﾑ設計・開発

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

機器調達 69.6 57.1
次期システムの更改及び平成24年度総務省行政事業レビュー（公開プロセス）を
踏まえたウェブページ作成技法等基礎的操作能力に係るカリキュラムの廃止によ
る減

―

11ｺｰｽ(4期)
6400名

11ｺｰｽ(4期)
6400名

11ｺｰｽ(4期)
6400名

単位当たり
コスト

集合研修　 　8,743（円／人日）

eラーニング　5,160（円／人日）
算出根拠

集合研修
　平成23年度執行額　13,752,010円／受講延べ人日　1,573人日
eラーニング
　平成23年度執行額　80,990,136円／受講延べ人日　15,695人日

研修のコース開催数及び受講者数

活動実績

（当初見込
み）

14ｺｰｽ(28回)
679名

10ｺｰｽ(22回)
634名

10ｺｰｽ(22回)
627名

－

集合
10ｺｰｽ(22回)

660名
10ｺｰｽ(22回)

620名

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（24年度）

研修に対する受講者の満足度
（受講者に対するアンケート調査結果）

成果実績 ％ 90.2 90.8 91.4 90％以上

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％）

執行額

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 127

0

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　以下の分野において、集合研修及びｅラーニングを実施している。
　①対象者別研修（PMO構成員、PJMO構成員に必要なＩＴ関連知識及び行政の効率化に関する研修）
　　　（注）ＰＭＯ（program management office）は各府省のＩＴ統括組織、ＰＪＭＯ（project management office）は各府省
　　　　　でＩＴを担当している主な部局をいう。
　②重点分野別研修（調達・積算、プロジェクトマネジメント、セキュリティに関する研修）
　③情報技術分野（データベース、ネットワーク）及び情報化施策分野（電子政府ユーザビリティ）に関する研修
　④情報リテラシー向上に関する研修等

　平成23年度は、集合研修10コース22回、ｅラーニング11コース44回を実施。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

○総務省設置法第４条第10号及び12号
○高度情報通信ネットワーク社会形成基本法第
20条

関係する計
画、通知等

○政府における電子計算機利用の今後の方策について
（S43.8.30　閣議決定）
○e-Japan重点計画-2002（H14.6.18　ＩＴ戦略本部決定）
○行政機関におけるＩＴ人材の育成・確保指針
（H19.4.13　各府省情報化統括責任者(CIO)連絡会議決定）
○電子行政推進に関する基本方針
（H23.8.3　ＩＴ戦略本部決定）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　行政情報化が広く深く浸透してきた中、各府省における情報化を担う中核的要員を計画的に育成・確保することが、ますます重
要となっている。このため、情報システム統一研修は、各府省の職員を対象として、①業務分析を的確に行い、それに適したシス
テムの企画・立案、②プロジェクト管理の徹底による時間と経費の無駄の防止、③日常業務の中では涵養しにくいセキュリティや
ユーザビリティなど政府方針に関する知識の習得のための研修を実施している。

事業開始・
終了(予定）年度 昭和35年度開始 担当課室 行政情報システム企画課 課長　橋本　敏

会計区分 一般会計 施策名 Ⅳ　電子政府・電子自治体の推進

事業番号 0033

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(総務省)
事業名 電子政府関連事業（行政効率化支援） 担当部局庁 行政管理局 作成責任者

10ｺｰｽ(22回)
620名

eﾗｰﾆﾝｸﾞ

11ｺｰｽ(4期)
6193名

11ｺｰｽ(4期)
7131名

11ｺｰｽ(4期)
6873名

―



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

縮
減

平成24年度総務省行政事業レビュー（公開プロセス）の結果を踏まえ、担当業務の効率化、高度化に直結しうるよう研修カリキュラ
ムを見直すことを主眼とし、以下のように改善を実施する。
・eラーニングコースのうち、ウェブページ作成技法等基本的操作能力に係るカリキュラムの廃止、及び人材育成に資するプロジェク
ト管理応用編等の追加開発。
・研修カリキュラム等の見直しを図るための外部有識者及び研修講師等を交えた検討、研修体系見直し等に係る支援業務の実
施。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

●平成21年度財務省予算執行調査対象（情報システム統一研修運営費）
【指摘の概要】
　研修等において、参加者数等が積算上の見込みを大きく下回っているものについては、参加者のニーズや実績を的確に把握した事業計画等を
作成し、実績を反映して予算積算を見直すとともに、参加申込者が極端に少ない場合は、開催中止・統合等が行えるような措置を検討すべき。

【対応状況の概要】
①平成20年度及び21年度の研修実績を踏まえて、受講者数が低調なコースを統廃合し（16→10コース）、実施回数・実施日数を見直した。
②研修謝金について、「謝金・諸手当業務の抜本的効率化について」（平成21年７月１日各府省等申合せ）の「講師等謝金支払基準」に定める額を
単価とし、研修の請負単価については、過去３年間における１日当たりの平均単価に切り替えるなど予算積算を見直した。
③募集定員の半分以下しか申し込みがない研修については、実施を中止する旨、平成22年度実施計画で明記し、適用した。
④情報システム統一研修検討委員会については、研修体系の見直し等必要な年度のみ開催することとし、平成22年度は予算措置を行わないこと
とした。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

将来的には研修のレベルを徐々に上げるなど抜本的改善を図ることを念頭としつつ、現時点においては、研修内容についてコンテ
ンツの見直し等による一部改善を更に図っていくこと

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・本研修については、受講者に対するアンケートの実施により研修効果（満足度）を把握し、その結果を次年度の研修計画等に反映してい
るほか、受講者数が低調なコースの統廃合、実施回数・実施日数等の見直しを行っており、今後とも引き続きこの取り組みを続けていく。

・ｅラーニングシステム機器については、政府情報システムの統合集約の基盤となる政府共通プラットフォームの運用開始時期（平成25年３
月）にあわせ、同プラットフォームに統合することにより、更なる予算の効率化を図る予定。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

－ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

－ －

－

本研修の内容は、国のＩＴ政策に沿って体系的にカリ
キュラムを組んでおり、それに基づき政府人材の育成を
行っていく必要があることから国が実施しているが、講
師選定や機器調達等について可能な限り民間を活用し
ている。

23年度については主として一般競争入札の結果によ
り、契約額が予算額を下回ったこと等理由を把握してい
る。

調達は一般競争入札により実施（少額随契を除く。）。ま
た、入札参加要件は最低限のものに限定。
受講実績を踏まえた研修実施回数の見直し等により予
算の削減を図った。

－

作成した教材については、研修に使用するだけではな
く、政府職員一般も利用可能となるように努めている。

－

費目・使途は、情報システム統一研修の円滑な実施に
必要なものに限定されている。
国のＩＴ政策に連動して研修の内容・受講生を決定する
とともに、実際に機器を使って実習・演習を行うなど、実
効性の高い手段となっている。

研修受講者の満足度は高いものとなっているが、今後と
もこの満足度を維持していく。

前年度の研修実績を踏まえて翌年度の研修実施計画
を策定しており、活動実績はおおむね見込みに見合っ
たものとなっている。

－



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

総務省 

101.1百万円 

A.株式会社（2社） 

72.3百万円 

【一般競争入札2件、随意契約1件】 

B.株式会社（3社） 

1.4百万円 

【随意契約3件】 

C.株式会社（1社） 

19.9百万円 

【一般競争入札1件】 

D.株式会社（2社）、講師（12人） 

7.4百万円 

ｼｽﾃﾑ（ﾊｰﾄﾞｳｪｱ・ｿﾌﾄｳｪｱ）借入等 

教材改修等 

ｼｽﾃﾑの運用支援 

情報ｼｽﾃﾑ統一研修集合研修 

【一般競争入札2件、随意契約1件】 



計 2.3 計 0

研修実施
統一研修集合研修の実施に係る
経費

2.3

D. ㈱ﾌｫｰﾗﾑﾜﾝ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 19.9 計 0

運用管理
eﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑの運用支援業務に
係る経費

19.9

C. ㈱富士通ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.8 計 0

ｼｽﾃﾑ
設計・開発

eﾗｰﾆﾝｸﾞ用教材改修に係る経費 0.8

B. ㈱ﾋｭｰﾏﾝｻｲｴﾝｽ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 59.8 計 0

機器調達
eﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑのﾊｰﾄﾞｳｪｱ、ｿﾌﾄｳｪ
ｱのﾘｰｽ等経費

59.8

A. ㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

8

9

10

4

6

7

8

5

3

2 東京ｾﾝﾁｭﾘｰﾘｰｽ㈱
研修LANｼｽﾃﾑの借入（再度公告）【一般競争】
【国庫債務負担行為　平成23年度～平成27年度】

6.3 4 89.0

eﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑの機器等移設及び環境設定の請負【随意契約】 6.2 　　　　　- 　　　-

1 ㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ
eﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑ機器の借入【一般競争】
【国庫債務負担行為　平成20年度～平成24年度】

59.8 1 99.95

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ㈱富士通ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ eﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑの運用支援業務の請負【一般競争】 19.9 2 81.1

2

3

4

5

6

7

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ㈱ﾋｭｰﾏﾝｻｲｴﾝｽ 統一研修eﾗｰﾆﾝｸﾞ用教材改修【随意契約】 0.80 少額随意契約 　　　-

2 日立公共ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ eﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑ用sophosｱﾝﾁｳｲﾙｽのﾗｲｾﾝｽ【随意契約】 0.44 少額随意契約 　　　-

3 東京ｾﾝﾁｭﾘｰﾘｰｽ㈱ 研修LANｼｽﾃﾑの什器等買取【随意契約】 0.20 少額随意契約 　　　-

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



D.

8 講師Ｆ 統一研修講師に対する謝金等 0.1 　　　　　- 　　　-

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ㈱ﾌｫｰﾗﾑﾜﾝ 統一研修集合研修の請負【一般競争】 2.3 6 82.2

2 ㈱大塚商会 統一研修集合研修の請負【随意契約】 0.98 少額随意契約 　　　-

統一研修集合研修の請負【一般競争】 0.85 3 72.9

3 講師Ａ 統一研修講師に対する謝金等 1.2 　　　　　- 　　　-

4 講師Ｂ 統一研修講師に対する謝金等 0.5 　　　　　- 　　　-

5 講師Ｃ 統一研修講師に対する謝金等 0.5 　　　　　- 　　　-

6 講師Ｄ 統一研修講師に対する謝金等 0.4 　　　　　- 　　　-

7 講師Ｅ 統一研修講師に対する謝金等 0.3 　　　　　- 　　　-

9 講師Ｇ 統一研修講師に対する謝金等 0.07 　　　　　- 　　　-

10 講師Ｈ 統一研修講師に対する謝金等 0.05 　　　　　- 　　　-


